
我が国造船業再生のための緊急提言
背景

⚫ 四面を海に囲まれる我が国は、貿易量の99％以上を海上輸送に依存。それを支える海事産業は極めて重要な役割。
⚫ 我が国海事クラスターの中核である造船業は、市況変動の激しい中、近年の中・韓との競争激化、世界的な長期需要低迷による撤退、人手不足、

鋼材等の物価高等の厳しい環境の中で、建造量は減少傾向。国内船主のニーズに十分応えられず、国内船主が中国造船所への依存を余儀なく
される状況も発生。

⚫ 直ちに対策を打たねば、造船業の産業基盤を維持できず、海事クラスターの崩壊、我が国の経済や国家安全保障にも甚大な影響を及ぼすおそれ。

日本の船は日本で造り日本で持つ 世界を牽引する確たる地位の確保 海事クラスターの中核で国と地方を支えるあるべき姿

➢ 政府として、今秋を目途に、目指す目標と達成時期、具体的な施策の内容、官民の投資規模、スケジュール等を整理したロードマップを策定すべき
➢ すぐに着手すべき施策については、必要な予算を確実に手当てすべき

提言要点 我が国造船業が自律性と優位性を確保しつつ再生するため、国家戦略として、主に以下の施策を、商船・艦船分野両面の観点
を踏まえ、十分な規模で躊躇なく講じていくべき

商船・艦船分野の両面を見据えた生産能力の拡大・技術力の向上
• 経済安全保障推進法に基づき「船体」を新たに特定重要物資に指定するとともに、国主導で1兆円以上の投資を可能とする基金を創設し、

船舶サプライチェーンを強靭化（防衛生産基盤強化法と相互補完的に実施、国有施設民間操業（GOCO）による設備投資の拡充も検討）
• DX技術で船舶の開発・設計・建造システムを高度化・効率化し、造船・舶用事業者のシステムを共通化・自動化
• 提携・協業・統合等あらゆる形での業界の連携・再編（水平連携・垂直連携）を推進

地域や産学官連携による造船人材の育成・確保
• 官民連携の下での造船人材の育成拠点の整備推進、地域や産学官が一体となった造船人材の確保・育成の取組を後押し・全国横展開

（地方創生交付金等も活用 ）
• 外国人材に関し、造船業の実情に合わせた柔軟かつ効果的な技能等の習得ができるような受入体制を構築

脱炭素化への対応等を通じたゲームチェンジ
• グリーンイノベーション基金を活用し、世界に先駆けてゼロエミッション船を開発・実証
• GX経済移行債を活用したゼロエミッション船等の建造体制の整備、戦略分野国内生産促進税制への対象追加、国内船主による発注喚起
• 我が国造船業の優位性を発揮する国際競争条件構築のため、国際海事機関におけるルールメイキングを主導

同志国等との連携強化
• 我が国海事クラスターの競争環境安定化及び国際的サプライチェーン強靭化のため、同志国等との連携を強化（米国造船業との提携・技

術供与、グローバルサウス諸国との協業を通じた海外事業展開、北極圏における国際連携等）
• 国内造船所における同志国の艦船の建造・修繕の拡大追求（日米防衛産業協力・取得・維持整備定期協議（DICAS）に基づく協力等）

日本船主等の競争力強化・発注喚起を通じた安定的な新造船需要の確保
• 船舶の特別償却制度及び買換特例制度等を確実に延長し、国内船主による船舶発注を促進


